東京都の「日の丸・君が代」強制施策における、「教員の地位」の国際基準 違反 を糾す ！！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
「10.23通達」、及び、「職務命令」 における　「教員の処遇」 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　full
「教員の地位 に関する 勧告」 ( ILO/UNESCO 1966 ) 違反 の 詳細
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１、【はじめに】
現在、東京都の石原知事らは、その教育政策において、学校での「日の丸・君が代」（以下、「日の君」）指導に関し、極めて一方的にして国家主義的に偏向した尊崇表出形態を強制している。

その強制は、「日の君」への尊崇表出形態の具体的実施指針を定めた上、この「指針」に従わねば服務上の責任（懲戒処分）を問うとする、いわゆる「10.23通達」(‘03/10/23) と、この「通達」の履行を学校現場で執行させる「職務命令」から成っている。
この「10.23通達」の要点たる「国旗（日の丸）に向かって起立し国歌（君が代）を斉唱する」という実施指針の強制（職務命令）は、その内容自体が「思想良心の自由」を定めた憲法19条に違反する不法不当なものであり、本来、服務上の義務無きことである。
しかしながら、石原らは、配下教職員に対して、「従わねば処分する」という脅迫をもって「通達」の服務を強要（職務命令）する刑事犯罪行為を行っている。
「本通達に基づく校長の職務命令に従わない場合は、服務上の責任を問われる」と「特記」された「通達」自体、異例なものであるが、これは、当該「通達」の実施にかける石原らの強い意志性、確信性を表している。

そして、石原らは、学校での卒業式等の「君が代」斉唱時において、教師としての普遍的良心からこの「日の君」強制に教育的疑念を持ち、且つ、また、憲法19条（思想良心の自由）で保障された自らの基本的人権を行使するために「不起立」でいたり「ピアノ伴奏」を辞退したりして、約40秒間だけの個人的な不参加行為をとった教員に対し、当該「通達」への「職務命令違反」として「懲戒処分」を下した。その被処分者数は「10.23通達」の発出（’03/10/23）以来、現在まで、延べ約400名近くに上る。
この違憲違法な「懲戒処分」を発令した石原らは、被処分者に多大な経済的、職務的損失を被らせるだけでなく、その職業人としての名誉を毀損し「信用を毀損」することで、被処分者らが、生徒や保護者や社会に対しそれまで培ってきた教師としての正常な「業務を妨害」する刑事犯罪行為をも行っている。
…　　　　…　　　　…　　　　…　　　　…
なお、現在の日本における「日の君」強制問題で重要なことは、「従わねば懲戒処分にする」の脅しをもって定めるその当該「通達」の「国旗国歌への尊崇表出形態」が、国家社会の「象徴的シンボル」に対する単なる「表面的な儀礼指導」に留まっていないことである。

それは、その「日の君」尊崇形態の表象に、「日の君」強制が持つ旧帝国憲法的な天皇主義や国家主義や軍国主義など、現憲法の国民主権や民主主義や平和主義の理念にそぐわない「旧体制のシンボル性」が色濃く残っていることである。
つまり、日本の「日の丸・君が代」（国旗国歌）は、国体護持の名の下に人権を抑圧・弾圧して国民の上に君臨した戦前の天皇制軍国主義国家体制（国粋主義、全体主義）と、そうした独善的価値観の拡張主義的国策による中国、朝鮮をはじめ東南アジア諸国への侵略戦争における「帝国主義」や「国威発揚」のシンボルであった歴史を抜きには語れないものである。
現在、政府や文科省等において、公式には、戦前のそうした「日の君」が負う歴史的役割や「思想性」についての考察や総括もされておらず、戦後日本の「日の君」が表す「シンボル性」の中身についての国民的合意も得られていない。
こうした現状にあって、一般的に、「日の君」は、戦前の国家社会体制を評価し情緒的回帰を志向する右翼的勢力のシンボルに利用されることが多い。
つまり、こうした、「日の君」の評価が現憲法の理念と一致しない現状の下での「日の君」強制は、そうした戦前回帰の思想性をもったシンボル性への加担とみなされるべき内容をもっている。
更に、また、そうした戦前的な「日の丸・君が代」的なものの「排除」を主眼に設けられた憲法19条（思想良心の自由）は、国家主義や全体主義から国民の基本的人権を護り、民主主義を健全ならしめるために広くその権利の行使が認められていると解するべきであり、その点でも、単なる準法規性の「通達」で「日の君」への尊崇表出形態を強制し、憲法（19条）で保障された人権（思想良心の自由）を制限できるものではない。
…　　　　…　　　　…　　　　…　　　　…

ここにあって、石原らによる現行の「日の君」強制は、その理念に於いて現憲法（憲法19条）に反しており（違憲）、また、法規的に下位にある「通達」や「職務命令」で憲法的権利の制限を図ることは、その手続きに於いて違法である。

また、当該「通達」の示す「実施指針」の「指針」とは、本来、「方向性」（ガイドライン）のことであり、具体的「細目」ではないはずである。しかし、当該「通達」の「指針」は、具体的な「細目」的内容を書き連ね、事実上、学校現場に於いてこの「指針」からの逸脱を一切許していない。

これは、学習指導要領に「大綱的基準性」としての制約（旭川学テ最高裁判例S51/5/21）があり、これにより具体的指導「細目」が指定できない隘路があるために、これを「指針」と名付け、「職務命令」でこれを履行させることにより、学習指導要領の「大綱的基準性」を形骸化し、実質的に具体的指導「細目」を行政当局が決定できるようにした詭弁である。
そこで、上述のような「日の君」強制における、石原らの「職権濫用」による刑事犯罪行為（脅迫、強要等）を告訴告発した申し立てに対して、最高裁（等の司法機関）は、現政権政党の右翼的、国家主義的政治潮流に迎合した「国策司法」で不当にもその請求を棄却し、石原らの「不起訴」（罪とならず）を確定させ、一方的な司法的決着をつけてしまった。（2007/04/23）

…　　　　…　　　　…　　　　…　　　　…

２、【国際基準違反】　　「日の君」強制における教員の処遇を国際基準で考える
日本の国内法では、石原らの「日の君」強制における職権濫用等の刑事犯罪は、不当な「国策司法」により立件されず告訴告発は棄却（不起訴）された。（’07/04/23）
しかしながら、この東京都の「10.23通達」と「職務命令」に基づく「日の丸・君が代」強制は、教員への処遇の点でILO/UNESCOの「教員の地位に関する勧告」（以下、「教員の地位勧告」）に違反していることが多い。
この「日の君」問題は、日本の国内問題としてだけでなく、今や、教員の処遇に係わる国際問題として捉えることが重要である。
それは、経済取引の国際化（グローバリズム）の中で、世界経済の根底を支える労働者の労働条件や権利の問題は、世界の安全保障にとっても最重要課題であるからである。

歴史的に見ても、労働者への低賃金や搾取や苛酷な労働環境など、資本家が資本を蓄積し経済競争に勝ち抜くための、各国による労働政策の格差が数多くの国際紛争をもたらし、また、抑圧された「無権利」な労働者が好戦的になり政府の戦争政策を支持することの多いこと等が明らかであるからである。更にまた、労働問題以外でも、IT技術の発達で世界の「時差」が無くなり情報量が飛躍的に増えて、もはや一国だけでは解決しない問題が多いのである。

そこで、国家や民族のローカルな伝統文化や多様性は認めつつ、今や、世界規模で進む社会の変化には国際基準で対応していかないと国際的齟齬が生じ、紛争が広がることとなる。

つまり、世界で合意された国際基準で協調していかないと健全な経済発展と世界平和が保てなくなるからであり、ILO（国際労働機関）が、第二次世界大戦の痛烈な反省から「公正な労働条件なくして平和無し」を世界の安全保障のメイン・コンセプトにしている所以である。
有力な経済先進国たる日本は、様々な面で世界に及ぼす影響が大きく、世界経済や南北問題は勿論のこと、世界平和や地球環境問題など、国際協調が必要な様々な面で世界をリードする役割を期待されている。
さて、しかし、日本は、特に、労働問題や教育問題への取り組み姿勢に課題が多い。

よく知られているように、日本は、ILO（国際労働機関）の187の国際労働条約の内、僅か47しか批准していない('05/8/17時点）。
それは、世界的にも有名になっている我が国の「カローシ」（過労死）や超長時間過密労働や低賃金、労働者のリストラ、中小零細企業者の自殺、そして、今や全労働者の三分の一にもなったといわれる派遣やパートの不安定雇用・無権利状態等を見れば、日本政府が、いかに労働者（保護）政策に不熱心で、労働者の犠牲の上に企業の国際競争力を高めることだけに執心しているかが窺える。
また、教育労働者に限ってみても、長時間過密労働はもとより、教員の専門性を蔑ろにした教育政策上の処遇、権力的管理統制強化を目的とした恣意的な職階制や業績評価制度、不合理な差別賃金等々、それに、学級規模や教科書検定や採択制度、学校自治や評議会制度等の教育政策も遅れている。更に、国粋主義的な歴史認識なども批判されることが多いが、文科省は、日本の特殊性や伝統文化であることを口実に改めようとしない。

…　　　　…　　　　…　　　　…　　　　…

「日本の常識は世界の非常識」と言われて久しいが、こうした日本の労働政策や教育政策の「後進性」は「国際基準違反」であり、日本は、世界の労働者の労働水準や教育水準の向上に資するどころか、世界の「足かせ」となり、それらを押し下げる役割を果たしていると言える。
なお、条約や勧告は、単なる「お飾り」や「お題目」ではなく、批准国が国内法を整備していく上に課せられた具体的「ガイドライン」であり、この条文そのものの遵守が求められているものである。
日本も、憲法の「前文」や「98条」で国際社会との協調や国際法規の誠実な遵守を謳っているのであり、いやしくも国際法規を軽視したり無視したりする態度を取るべきではない。それどころか、様々な面で、国際平和や人権の確立、人々の生活水準の向上に尽くし、また、より良い国際基準作りに率先して貢献し「国際社会の中で名誉ある地位を得る」努力をすべきであろう。
ここにあって、東京都の教育政策たる「日の君」強制における「10.23通達」と「職務命令」が、教育労働者の処遇の面で、「国際基準」としての「教員の地位勧告」に違反することを告発し、教育政策の是正を求めていくことは、日本の当事者のみならず、世界の労働者や教員、及び、教育界の民主的発展のために意義あることと思われる。

…　　　　…　　　　…　　　　…　　　　…
(1) 文部科学省の政策を先取りしていると言われる東京都の教育政策としての「日の君」強制の根拠となる「10.23通達」と「職務命令」は、その成立理念や成立過程、施行方法に於いて、以下の点で根本的な問題がある。
①憲法19条の人権条項（思想良心の自由）に違反し、また、「職権濫用」、「脅迫」、「強要」、「信用毀損」、「業務妨害」等の日本刑法に抵触し、「思想弾圧」性が強い。
②「10.23通達」や「職務命令」は、施行規則や実施要綱等と並んで、憲法や法律施行上の具体的細目や注意点であり原憲法や原法律等の主旨や内容を補完する目的のものでなければならない。しかし、当該「通達」や「命令」の内容は、原憲法（19条）や原刑法（職権濫用罪等）や原要領（学習指導要領）を逸脱している。
③「日の君」強制の背景にある国粋主義思想と全体主義的施行方法は、国際平和や人権尊重、あらゆる差別の撤廃を志向する国際的な「教育の目的」に反する。

④「10.23通達」と「職務命令」の具体的施行での教員の処遇において、基本的に「教員の地位」が蔑ろにされておりILO/UNESCO の「教員の地位勧告」が遵守されていない。
（身分保障、明確な処分規定、異議申し立て機関、給与や評価に係わる教員団体の関与、等）（後に詳述）
(2)、「日の君」強制を実施する教育政策上の具体的（準）法規
　　「通達」や、そこに書かれた「指針」などは法律ではなく、法規制のある準法規とでもいうものであり、原法規の実施を補完するための「具体的項目やアドバイス」に過ぎないはずだが、「日の君」強制に於いては、原法規以上の内容を持ち、実質的な法律改変に等しい。
「10.23通達」……「日の君」に対する尊崇表出形態の具体的実施「指針」と「処分」の警告
「職務命令」  ……「通達」の具体的服務命令
(3)、「10.23通達」と「職務命令」の、「教員の地位勧告」上の主要な問題点
① 教育政策（「日の君」強制）としての「10.23通達」の内容は一方的にして偏っており、国際平和や人権の尊重、そして、あらゆる差別の排除を謳う「教育の目的」を遵守していない。
・「批判」を許さぬ「強制」など、権力主義、全体主義的な「日の君」尊崇表出形態がとられている。
・「日の君」強制に於いて、批判者に苛酷な処分を科すなど、当事者の「人権」に全く配慮していない。
・「日の君」尊崇表出形態への異議を認めず、批判者への差別と排除を行っている。
② そうした教育政策の決定の過程に於いて、専門職としての教員の役割を尊重しておらず、むしろ、貶めている。
・教員団体は、教育の進歩に大きく寄与しうるものであるにも拘わらず、教育政策の決定に関与すべき勢力として認めていない。
・この教育政策の決定には、専門職としての教員が排除されている。
・教員団体との協議も承認もなく一方的に導入されている。
・当局は、専門職としての教員が、その責任を果たすことが出来るような組織を定期的に運用していない。
・この制度に、教員の信頼は概して得られておらず、教員の意欲と動機付けに負の効果をもたらしている。
・学校での職員間の信頼関係に望ましくない亀裂を生じさせている。
③ 「10.23通達」に従わなかった場合の「懲戒処分」により、減給や停職や嘱託不採用（合格取消）等、直接、給与に連動するものは勿論のこと、「処分」を受けたことによる勤務成績「不良」の評価で、期末勤勉手当が減額されるなど、「給与」に係わる勤務評定で教員団体が関与する権利が実現されていない。
・「日の君」への「踏み絵」による「勤務評定制度」である。
・給与決定を目的とした「勤務評定制度」であるにも拘わらず、教員団体に事前協議や承認が求められていない。

④ 当該「通達」の服務上の責任（懲戒処分）を問う段において、その評価基準が恣意的にして不明瞭であると共に、評価機関に教員が関与しておらず、また、異議申立機関の存在も不明確である。

・教員の雇用の安定と身分保障のためには、専断的行為から保護されなければならない。
・教員団体は、「懲戒問題」を扱う機関の設置に当たって協議にあずからねばならない。
・教員の仕事への評価は、客観的でなくてはならないのに、勤務評定の過程に公開性と透明性が欠如している。
・不明瞭な評価機関による「処分」の決定においては、重大な影響をもたらす主観的評価が行われることは明らかである。

・評価自体に不服申し立ての明確な権利が存在しない。評定結果に対する不服申し立ても制度化されていない。

・異議を申し立てる人事委員会での審理は開かれた透明性の高いものとは言えず、公平な審理が期待できない。
以下、「教員の地位勧告」の各条文に沿って、「10.23通達」と「職務命令」の当該「勧告」に関する具体的違反点、及び、問題点を挙げる。
　　　　　　　　　　…　　　　…　　　　…　　　　…　　　　…　　　　　　　　　　　　　
…　　　　…　　　　…　　　　…　　　　…
３、「教員の地位に関する勧告」（Recommendation concerning the Status of Teachers）1966

ILO / UNESCO「教員の地位に関する勧告」 1966　
（1966年９月21日-10月5日　ユネスコにおける特別政府間会議で採択）
（※印……具体的違反点と問題点）
前文

　教員の地位に関する特別政府間会議は、教育をうける権利が基本的人権の一つであることを想起し、世界人権宣言の第二十六条、児童の権利宣言の第五原則、第七原則および第十原則 および諸国民間の平和、相互の尊重と理解の精神を青少年の間に普及することに関する国連宣言を達成するうえで、すべての者に適正な教育を与えることが国家の責任であることを自覚し、不断の道徳的・文化的進歩および経済的社会的発展に本質的な寄与をなすものとして、役立てうるすべての能力と知性を十分に活用するために、普通教育、技術教育および職業教育をより広範に普及させる必要を認め、教育の進歩における教員の不可欠な役割、ならびに人間の開発および現代社会の発展への彼らの貢献の重要性を認識し、教員がこの役割にふさわしい地位を享受することを保障することに関心を持ち、異なった国々における教育のパターンおよび編成を決定する法令および慣習が非常に多岐にわたっている事を考慮し、かつ、それぞれの国で教育職員に適用される措置が、とくに公務に関する規制が教員にも適用されるかどうかによって、非常に異なった種類のものが多く存在すること を考慮に入れ、これらの相違にも関わらず教員の地位に関してすべての国々で同じような問題が起こっており、かつ、これらの問題が、今回の勧告の作成の目的であるところの、一連の共通基準および措置の適用を必要としていることを確信し、教員に適用される現行国際諸条約、とくにILO総会で採択された結社の自由及び団結権保護条約(1948年)、団結権及び団体交渉権条約(1949年)、同一報酬条約(1951年)、差別待遇(雇用及び職業)条約(1958年)、および、ユネスコ総会で採択された教育における差別待遇防止条約(1960 年)等の基本的人権に関する諸条項に注目し、また、ユネスコおよび国際教育局が合同で召集した国際公教育会議で採択された初中等学校教員の養成と地位の諸側面に関する諸勧告、およびユネスコ総会で、1962年に採択された技術・職業教育に関する勧告にも注目し、教員にとくに関連する諸問題に関した諸規定によって現行諸基準を補足し、また、教員不足の問題を解決したいとねがい、以下の勧告を採択した。
※ 東京都による教育政策、とりわけ「日の君」強制の施策においては、当勧告「前文」における、「教育の進歩における教員の不可欠な役割、ならびに人間の開発および現代社会の発展への彼らの貢献の重要性を認識し、教員がこの役割にふさわしい地位を享受すること」の趣旨が遵守されていない。
それどころか、当施策の内容は、教員資格や教職経験のない都知事や教育長、教育委員をはじめ、都教委スタッフの内、教育職経験者は1～2割程度といわれる教育の専門性が全く欠落した環境の中で作成されている。そこにあって、学校現場教員の意見は全く蔑ろにされ、その施行、及び、その評価において教員の地位は貶められている。
1定義 
1 本勧告の適用上、 
（a）「教員」(teacher)という語は、学校において生徒の教育に責任を持つすべての人びとをいう。（b）教員に関して用いられる「地位」(status) という表現は教員の職務の重要性およびその職　務遂行能力の評価の程度によって示される社会的地位または尊敬、ならびに他の職業集団と比較して教員に与えられる労働条件、報酬その他の物質的給付等の双方を意味する。 
2 範囲
2 本勧告は、公立・私立ともに中等教育終了段階までの学校、すなわち、技術教育、職業教育および芸術教育を行なうものを含めて、保育園・幼稚園・初等および中間または中等学校のすべての教員に適用される。
3 指導的諸原則 
3 教育は、その最初の学年から、人権および基本的自由に対する深い尊敬をうえつけることを目的とすると同時に、人間個性の全面的発達および共同社会の精神的、道徳的、社会的、文化的ならびに経済的な発展を目的とするものでなければならない。これらの諸価値の範囲の中でもっとも重要なものは、教育が平和の為に貢献をすることおよびすべての国民の間の、そして人種的、宗教的集団相互の間の理解と寛容と友情にたいして貢献することである。 
※ 「日の君」強制は、「日の君」への一方的な尊崇表出形態を、教師や生徒、及び、保護者や来賓等、当該式典に参加しているすべての人々を拘束して集団心理の中で強制し、儀礼指導の名の下に基本的人権（思想良心の自由）を剥奪し、人類がようやく築き上げてきた人権や自由に対する尊敬を蔑ろにするものであり、「教育の目的」とは相容れない。
　また、「日の君」強制の背景にある理念は、この施策の発案及び推進者である石原都知事の日常的な言動や行動から、極めて国家主義的、全体主義的な教育再生を動機としているものであることは明白であり、国際平和への貢献を志向しているものとは言えない。

　更に、「日の君」強制の施策に教育的疑念を持ち、「君が代」斉唱時等に約40秒間「不起立」でいたり「ピアノ伴奏」を辞退したりして消極的な不参加行為をした教員への「懲戒処分」は苛酷であり容赦が無く、既に、400名近くが「処分」を受けている。
そして、僅か約40秒間の消極的な不参加行為での「懲戒処分」は、苛酷にして「見せしめ的」であり他の不良行為などでの「懲戒処分」と比べても極めて不公平であり恣意的である。思想的「踏み絵」を目的としたものとしか考えられない。ここにあって、当局は、教育的疑念や思想信条に対して理解や寛容の精神を持ち合わせておらず、教育に携わる資質が欠落している。
4 教育の進歩は、一般に教育職員の資格と能力および個々の教員の人間的、教育学的、技術的資質に依存するところが大きいことが認識されなければならない。

5 教員の地位は、教育の目的、目標に照らして評価される教育の必要性にみあったものでなければならない。教育の目的、目標を完全に実現する上で、教員の正当な地位および教育職に対する正当な社会的尊敬が、大きな重要性をもっているということが認識されなければならない。
※ 不法不当な「日の君」強制による「職務命令」違反での「懲戒処分」は、被処分者にいわれなき「不名誉」を被せ、それまで培ってきた社会的尊敬を不当に毀損させている。
6教育の仕事は専門職とみなされるべきである。この職業は厳しい、継続的な研究を経て獲得され、維持される専門的知識および特別な技術を教員に要求する公共的業務の一種である。また、責任をもたされた生徒の教育および福祉に対して、個人的および共同の責任感を要求するものである。
※ 教育政策としての「日の君」強制の立案と施行には、専門職としての教員の参加を排除しており、教育的考察や配慮が欠けている。

　　　「君が代」斉唱時における「不起立」等の行為は、「日の君」強制施策への教育的疑念から出たものであり、教師としての普遍的良心、および、生徒等への責任感の現れである。
7教員の養成および雇用のすべての面にわたって、人種、皮膚の色、性別、宗教、政治的見解、国籍または門地もしくは経済的条件にもとづくいかなる形態の差別も行なわれてはならない。
※ 教育政策としての「日の君」強制は、超国家主義、全体主義が持論の石原都知事らにより発案、推進されている。このことは、「日の君」強制が国旗国歌への単なる「儀礼指導」に留まるものではなく、右翼的政治思想での教育再生を意図しているものであることが明らかである。その証拠として、日頃、石原自らが「東京から日本（の教育）を変える」と豪語したり、この「日の君」強制に対し教育的疑念を表出した教員を直ちに「懲戒処分」したりしている。（その数は、既に約400名にも及ぶ）
　　　　　　　　　　そして、ここでは、この「日の君」強制に象徴される教育観や国家観に同調するのかどうか、つまりは、石原らの政治的見解に同調するかどうかが「踏み絵」として試され、僅か、約40秒間の「教育的疑念表出」をした者が「懲戒処分」を受けている。これは、政治的見解による思想差別以外の何ものでもない。
8教員の労働条件は、効果的な学習を最もよく促進し、教員がその職業的任務に専念することができるものでなければならない。
※ 不法不当な「日の君」強制に服務させる「労働条件」は、教員としての正常な教育活動に専念する権利を阻害している。

9教員団体は、教育の進歩に大いに寄与しうるものであり、したがって教育政策の決定に関与すべき勢力として認められなければならない。
※ 「日の君」強制には、殆どすべての教員団体、教育学会、市民団体、司法団体等が反対しているにもかかわらず、そうした意見は、「日の君」強制の施策決定に反映されていない。
4　教育目的と教育政策
10 それぞれの国で必要に応じて、人的その他のあらゆる資源を利用して「指導的諸原則」に合致した包括的な教育政策を作成すべく適切な措置がとられなければならない。その場合、権限ある当局は以下の諸原則および諸目的が教員に与える影響を考慮しなければならない。
※人権および基本的自由に対する深い尊敬、人間個性の全面的発達および共同社会の精神的、道徳的、社会的、文化的な発展、教育は平和の為に貢献、および、すべての国民相互の間の理解と寛容と友情にたいして貢献、という教育の「指導的諸原則」に、「日の君」強制は合致していない。
　　　「日の君」強制は、基本的人権を侵害し、共同社会の精神的、道徳的、社会的、文化的な発展に逆行し、国家主義や国粋主義教育は国際平和を阻害する。
また、安易にして苛酷な「処分」は、異論を認めず服従を強要し人間相互の理解と寛容の精神を阻害し、相互不信と敵愾心を増大させることにより、教育の「指導的諸原則」とは相容れない。
　　　「日の君」問題には、憲法的、歴史的、教育的に特別の取り扱いが必要だが、適正な注意が払われていない。

（a）子供ができるだけもっとも完全な教育の機会を与えられることは、すべての子供の基本的権利である。特別な教育的取扱いを必要とする場合には、適正な注意が払われなければならない。
（b）あらゆる教育施設は、すべての人々がその権利を享受しうるように平等に利用されなければならず、性、人種、皮膚の色、宗教、政治的見解、国籍または門地もしくは経済的条件の故に差別が行なわれてはならない。
※ 学校において、今や、「日の君」強制への「批判」はタブーであり、議論すら許さない空気が支配しているといえる。そして、「日の君」問題は、教育問題であるにも関わらず、都や国の政治情勢を嗅ぎ分けて判断される「政治問題」となっている現実がある。
ここにあって、学校における「日の君」の強制は、一方的な体制的「日の君」思想の押しつけであり、思想差別である。また、異なる政治的見解を排して「懲戒処分」することは「思想弾圧」と言える。
（c）教育は、一般公共の利益に役立つ基本的重要性をもつ業務であるから、国家の責任であることが認識されなければならない。国家は十分に学校を分布し、そこで無債の教育をおこない、貧しい児童に物質的援助をあたえなければならない。 
　このことは父母および場合によっては法的保護者が国家によって設立される学校以外の学校をその子どものために選ぶ自由をさまたげるもの、あるいは、国家によって定められているか認められている最低教育水準をみたした教育機関を個人あるいは団体が設立し管理する自由を妨げるものという意味に解釈されてはならない。 
（d）教育は経済成長における不可欠の要因であるから、教育計画は生活条件改善のために立てられる経済的・社会的全計画の必要欠くべからざる部分として組み入れられなければならない。 
（e）教育は、継続的過程であるから、教育事業の各種部門は、すべての生徒に対する教育の質を向上させると同時に、教員の地位を高めるよう調整されなければならない。
※ 都教委の「日の君」強制は、専門職としての教員を貶め教委への隷属化を図るばかりで、教員の主体的地位を高めようとする方向へは働いていない。

（f）いかなるタイプ、いかなる段階の教育へも児童が進学する機会を制限するような隘路が起きないよう、適切に相互関連した柔軟性ある学校システムに自由に入れるようにしなければならない。 
（g）教育の目標として、いかなる国家も単に量でのみ満足すべきではなく、質の向上を追求しなければならない。 
（h）教育においては、長期および短期の計画と課程編成が必要である。共同社会に今日の生徒をうまく組み入れることは、現在の要請というより、むしろ将来の必要によるのである。
※ 教育課程の編成権は各学校にあるが、「10.23通達」における「日の君」強制は、学習指導要領の「国旗国歌への指導をするものとする」という大綱的基準の文言を根拠に、本来、各学校で決めるべき「日の君」の指導内容の細目（実施指針）を定め、逸脱や変更を全く許さず強制している。
学習指導要領の個別項目を、このように細目に渡って具体的に指示強制することは、他ではないことである。
（i）すべての教育計画には、自国民の生活に精通し、母国語で教えることのできる国民である、有能で資格のある十分な数の教員の養成および現職教育の早期対策が、各段階にわたってふくまれていなければならない。 
（j）教員養成および現職教育の分野における系統的継続的な研究と活動の協力が、国際的次元での協同研究および研究成果の交流をふくめて、欠くことのできないものである。 
（k）教育政策とその明確な目標を決定するためには、文化団体、研究、調査機関はもちろんのこと、関係当局、教員団体、雇用主と労働者、および父母等の各組織のあいだで、緊密な協力が行なわれなければならない。
※ 「日の君」強制に象徴される日本の国家主義や歴史認識は、国際的批判を呼んでおり、独善的である。国際的な研究や成果に対し謙虚ではなく敵対的である。

また、「日の君」強制は、教員団体はもとより、文化団体、専門研究機関（学会）、司法団体、父母組織、世論調査等々に於いて反対されているが、都教委はそうした大多数の国民の声に耳を貸そうとしていない。
（l）教育の目的、目標の達成は、教育に当てられる財政手段に大きくかかっているのであるから、すべての国において、国家予算のなかで、国民所得のうちの十分な割合を教育の発展に配分することをとくに優先すべきである。
5　教職への準備
《養成のための選抜》
11教員養成機関への入学に関する政策は、必要な身体的、道徳的、知的資質を備え、かつ要求される専門的知識および技能をもった十分な数の教員を社会に提供するという必要に基づいたものでなければならない。 

12 この必要に応じるため、教育当局は、教員養成に十分な魅力を持たせ、また適切な機関に十分な数の定数を準備しなければならない。

13 この職業に入るすべての者に、適切な教員養成機関において、認定されたコースを終了することが要求されなければならない。

14 教員養成機関への入学許可は、まず適正な中等教育の全課程を終了し、かつ将来この職業にたずさわるものにふさわしい一員となることに役立つような個人的資質を持っている事の証明に基づくものでなければならない。

15 教員養成機関への入学を認可する一般的基準が維持されなければならないが、入学に必要な正規の学問的諸条件が少し不足していても、技術および職業の面でとくに貴重な経験を持っている者は入学を許可されてよい。

16 教員養成課程の生徒には、定められた課程を受けられるよう、かつ相応の生活が出来るよう、適当な奨学金又は、財政的援助が与えられなければならない。出来る限り当局は無償の教員養成機関の制度を樹立するよう努力しなければならない。

17 教員養成についての機会および奨学金又は財政的援助に関する情報が、学生および教員を希望する他の人々にいつでも手に入るよう準備されていなければならない。

18（1）教職につく権利を部分的、または全面的に確立するものとして、他国で終了した教員養成課程の価値に正当な考慮が払われなければならない。
（2）国際的に同意された基準に照らして、職業上の地位を授ける教授資格証明書を国際的に承認するための措置がとられなければならない。
《教員養成課程》 
19 教員養成課程の目的は、学生一人ひとりが、一般教育および個人的教養、他人を教える能力、国の内外を問わず良い人間関係の基礎をなす諸原則の理解、および、社会、文化経済の進歩に、授業をとおして、また自らの実践をとおして貢献するという責任感を発展させるものでなければならない。 

20 基本的に教員養成課程は次のものを含むべきである。（a）一般教養課目 （b）教育に応用される哲学・心理学・社会学・比較教育の理論と教育史・実験教育学・教育行政および各種教科の教授法等の諸科目の重要点に関する学習　（c）その学生が教えようとする分野に関する諸科目（d）十分に資格ある教員の指導の下での授業および課外活動の実習 

21 (１) すべての教員は、一般教養科目、専門科目、教育学諸科目について、大学または大学と同等の教育機関で、あるいは教員養成のための特別機関で養成されなければならない。
（2）教員養成課程の内容は、身心障害児施設あるいは技術、職業学校等、種別を異にする学校で、教員が果たすことを求められる任務に応じて、合理的に変更することができる。後者の場合、この課程は、工業、商業又は農業の現場において習得されるべき実際経験を含むべきである。 

22 教員養成課程は、各人の学術的または専門的教育もしくは技能開発コースと並んで、あるいはそれにひきつづいて、専門コースをおくことができる。

23 教職のための教育は、通常、全日制であるべきである。ただし、年長の教職志望者や特別な部門にある者に対しては、このような課程の内容や修了の規準は、全日制課程の者と同様の水準に基づくという条件のもとで、その課程の全部あるいは一部が定時制で行なわれるようにする特別の措置を講ずることができる。

24 初等、中等、技術、特殊または職業教育のいずれの教員であるかにかかわりなく、異なった種類の教員が、有機的に関係ある、ないしは地理的に相互に近接する養成機関で教育をうけられるようにすることが望ましいことを配慮しなければならない。
《教員養成機関》 
25 教員養成機関の教員は、高等教育と同等のレベルで、その専門について教え得る資格を持たなければならない。教育学諸教科の担当教員は、学校での授業経験を持たなければならない。そして可能なところでは学校での授業義務を補うことによって定期的にこの経験が再強化されなければならない。

26 教育および個々の教科の教授法の研究および実験的試みは、教員養成機関に研究施設を設けること、およびその教員と学生による研究活動等を通じて促進されなければならない。教員養成にたずさわる全教員は、関係分野における研究成果を熟知し、その成果を学生に伝達するよう努力しなければならない。

27 教員養成機関における生活、活動、規律を定める措置について、教員と同様に、学生もその意見を表明する機会を持たなければならない。

28 教員養成機関は、学校が、教員養成機関での研究の成果や方法論上の進歩に歩調を合わせて進めるようにし、また、学校と教員の経験を教員養成機関の独自活動のなかに反映しながら、教育事業における発展の中心をなすものでなければならない。

29 教員養成機関は、個別にまたは合同し、他の高等教育機関または教育当局と提携して、または単独で、教員養成課程を満足に終了した学生には資格証明を与える責任をもたなければならない。

30 学校当局は、教員養成機関と協力して、新卒教員が、習得した内容、個人の希望、環境に応じて就職できるよう、適切な措置を講じなければならない。
6　教員の継続教育 
31 当局と教員は、教育の質と内容および教授技術を系統的に向上させていくことを企図する現職教育の重要性を認識しなければならない。 

32 当局は、教員団体と協議して、すべての教員が無料で利用できる広範な現職教育の制度の樹立を促進しなければならない。この種の制度は、多岐にわたる手段を準備し、かつ、教員養成機関、科学・文化機関および教員団体がそれぞれ参加するものでなければならない。一時教職から離れて再び教職に戻る教員のためとくに再訓練課程を設けなければならない。

33（1）教員がその資格を向上させ職務の範囲を変更または拡大し、あるいは、昇進を希望し、かつ、担当教科や教育分野の内容および方法について最も新しいものを常に身につけるために、講習または他の適当な便宜が考慮されるべきである。
（2）教員が、その一般教育や職業資格を向上するための書物、その他の資料を利用できるようにする諸手段が講じられなければならない。 

34 教員には継続教育の課程や便宜に参加するための機会および刺激が与えられ、また教員はこれらを十分に活用すべきである。

35 学校当局は、教科および教授法に関する研究成果をとりいれられるようにするため、あらゆる努力を払わなければならない。
※ 「日の君」強制について、その指導内容、指導方法等を詳しく研究した教員団体、教育学会、市民団体、司法団体等の殆どが、この施策に反対している。
しかし、都教委当局は、そうした研究成果を理解するための努力を払わず、また、学校当局に教育課程編成権があるにも拘わらず判断の余地を与えずに、この「日の君」強制の履行を強いている。
36 当局は、教員が、継続教育を目的として、集団であれ、個人であれ、自国内および国外を旅行するのを奨励すべきであり、できるかぎり、援助を与えなければならない。

37 国際的または地域的な規模での財政的技術的協力によって、教員の養成および継続教育のためにとられる措置が発展され補足されるべきことが望ましい。
7　雇用とキャリア
《教職への参加》 
38 教員団体との協力により、採用を規定する方針を適切な次元で明確に規定し、かつ教員の義務と権利を定める規則を確立しなければならない。
39 教職への参加に関する試用期間は、新しい教職参加者へのはげましとたよりになる手ほどきのための、そして教員自身の実際の教授能力を向上させることとならんで適切な専門的水準を確立し、保持するための機会として教員およびその雇用主の両者によって認識されなければならない。普通の試用期間は、あらかじめ知らされるべきであり、それを満足に終了するための条件は、厳密に職業的能力に関連づけられなければならない。もしその教員が試用期間を満足に終了し得なかった時は、教員はその理由を知らされなければならず、かつこれに対して意見を述べる権利を持たなければならない。
《昇進と昇格》 
40 教員は、必要な資格を有することを条件として、教育の仕事の範囲内で、ある種の学校あるいは、ある段階の学校から、他の種の学校あるいは他の段階の学校に異動できなければならない。

41 教育事業の組織と構造は、個々の学校のそれをもふくめて、個々の教員に付加的な責任を果たすことの自覚、および果たすための十分な機会を、これらの責任が教員の教授活動の質あるいは規則正しさに不利にならないという条件のもとに、与えられなければならない。

42 学校が十分に大きければ、さまざまの教員が、各種の責任を果たす機会を提供され、生徒もそれによって利益を得るという利点に考慮が払われなければならない。

43 督学官および教育行政官、教育管理者あるいはその他、特別責任を持つ部署など教育に責任をもつ部署はできる限り広く経験豊かな教員に与えられなければならない。

44 昇格は、教員団体との協議により定められた、厳密に職業専門上の基準に照らし、新しいポストにたいする教員の資格の客観的な評価にもとづいて行なわなければならない。
《身分保障》 
45 教職における雇用の安定と身分保障は、教員の利益にとって不可欠であることはいうまでもなく、教育の利益のためにも不可欠なものであり、たとえ学校組織、または、学校内の編成に変更がある場合でも、あくまでも保護されるべきである。
※ 「日の君」強制に於いては、恣意的な規準により、文書訓告、厳重注意、そして、戒告、減給、停職、（累積による免職）等の「懲戒処分」がなされ、そうした「処分」を受けたことを理由に、「勤務成績不良」として嘱託再雇用採用選考合格の取消（解雇）、新規嘱託再雇用採用選考での不合格（不採用）等の「決定」がなされ、雇用の安定と身分保障が侵されている。

　特に、嘱託再雇用は、定年退職後、年金受給年齢までの生活保障制度として、特別に健康上の支障でもない限り採用（合格）が大前提の制度であるにもかかわらず、「日の君」強制を批判する者への「見せしめ的」懲罰の道具として使われている。
46 教員は、その専門職としての身分またはキャリアに影響する専断的行為から十分に保護されなければならない。
※ 「日の君」強制に於いては、教員の専門職としての教育的意見が尊重されず、都知事や教育長等の非教育職行政職員の一方的見解に基づく専断的「懲戒処分」を受けている。
《専門職としての行為の違反に関する懲戒処分》 
47専門職としての行為規定を犯した教員に適用される懲戒基準は明確に規定されなければならない。懲戒手続き、およびすべての決定された措置は、授業活動の禁止が含まれているか、あるいは生徒の保護又は福祉がそれを必要とする場合を除いて、その教員がそれを要求するときにのみ公表されなければならない。
※ 「日の君」強制の「職務命令違反」における懲戒規準は明確に規定されていないが、他の、不良行為における「懲戒処分」と比べても、きわめて不公平に重いものである。
48 懲戒を提案し、ないしは適用する資格を有する当局ないし機関は、明確に指定されなければならない。
※ 「日の君」強制の「職務命令」違反に対する、「懲戒処分」を提案（適用）する資格のある機関（部署）は、「都教委」と言うだけで明確にされていない。
49 教員団体は、懲戒問題を扱う機関の設置に当たって、協議にあずからなければならない。
※ 教員団体は全く疎外されている。
50すべての教員は、一切の懲戒手続の各段階で公平な保護を受けなければならない。とくに、
（a）懲戒の提起およびその理由を文書により通知される権利 
（b）問題の証拠を十分に入手する権利 
（c）教員が弁護準備に十分な時間を与えられ、自らを弁護し、または自己の選択する代理人によ って弁護を受ける権利
（d）決定およびその理由を書面により通知される権利 
（e）明確に指定された権限ある当局ないし機関に異議を申し立てる権利 
※ 「懲戒処分」を発令する都教委と同レベルの「人事委員会」への異議申し立てでは、公平な審理が期待できない。明確な第三者による異議申立機関は存在せず、公平な保護は期待できない。
51 懲戒からの保護、ならびに懲戒それ自体の効果は、その教員が、同僚の参加のもとで判定を受ける場合、非常に高まる、ということを当局は認識しなければならない。

52 前記第47項から第51項の諸規定は刑法の下で処罰される行為に対して通常適用される法規にいかなる意味でも影響を及ぼすものではない。
《健康診断》 
53 教員は定期健康診断を受けることを要求されるべきであり、それは無料で行なわれなければならない。
《家庭の責任をもつ女子教員》 

54 結婚が女子教員の任命ないし雇用の継続の障害とみなされてはならず、また報酬、その他の労働条件に影響してはならない。

55 雇用主は、妊娠および母性休暇の故をもって、雇用契約を解除することを禁止されなければならない。

56 家庭の責任を持つ教員の子どもの面倒を見るため、望ましい場合には、保育所、託児所等の特別の便宜が考慮されなければならない。

57 家庭の責任を持つ女子教員が居住地域で勤務できるようにし、また夫婦とも教員である者は、近接する学区あるいは同一学区および同一学校で勤務できるようにするための措置が講じられなければならない。

58 適切な条件のもとでは、定年前に離職した、家庭の責任をもつ女子教員は、再び教職に戻るように奨励されなければならない。
《非常勤の勤務》
59 当局と学校は、必要な場合には、何らかの理由から常勤で勤務することのできない有資格教員による非常勤の勤務の価値を認識しなければならない。

60 正規に非常勤制で雇用される教員は、
（a）常勤制で雇用される教員と比率的に同一報酬を受け、同一の基本的雇用条件を享受すべき であり、
（b）有給休日、疾病休暇、母性休暇について、常勤制で雇用される教員と同一の適格条件を前提として、同等の権利を与えられるべきであり、 
（c）雇用主の年金制度の適用を含めて、十分かつ適切な社会保障保護を受ける権利を与えられるべきである。 
8　教員の権利と責任
《職業上の自由》 
61 教育職は専門職としての職務の遂行にあたって学問上の自由を享受すべきである。教員は生徒に最も適した教材および方法を判断するための格別の資格を認められたものであるから、承認された計画の枠内で、教育当局の援助を受けて教材の選択と採用、教科書の選択、教育方法の採用などについて不可欠な役割を与えられるべきである。
※ 教員は教育の専門職として、学習指導要領の「国旗国歌への指導をするものとする」という項目を、学校や生徒や地域の実情、及び、広範な学問的知識や一般常識をもって総合的客観的に判断して生徒に指導している。　

しかし、「日の君」強制の施策に於いては、教育の専門職として不可欠な役割を持つ教員の知識や見解は不当にも尊重されず無視されている。
　なお、旭川学テ訴訟の最高裁判例（S51/5/21）は学習指導要領の大綱的基準性としての「法規性」に関して「誤った知識や一方的な観念を子どもに植え付けるような内容の教育を施すことを強制するようなことは、憲法26条、13条の規定上からも許されない。…不当な支配にあたれば法的拘束力を失う」と極めて「限定的」に学習指導要領の「法規性」を認めているに過ぎない。
しかし、今回の「日の君」強制における「10.23通達」は、学習指導要領の大綱的規準性を無視して更に踏み込み、具体的な実施指針（現実的には実施細目）を強制している。このことは、学習指導要領を逸脱しているばかりか最高裁判決を無視し、更には学校の教育課程編成権を侵している。
62 教員と教員団体は、新しい課程、新しい教科書、新しい教具の開発に参加しなければならない。

63 一切の視学、あるいは監督制度は、教員がその職業上の任務を果たすのを励まし、援助するように計画されるものでなければならず、教員の自由、創造性、責任感をそこなうようなものであってはならない。
※ 「日の君」強制の施策に於いて、教員の「思想管理」を目的とした監督制度（職務命令）と「懲戒処分」の脅迫により教員は萎縮し服従させられることにより、その自由、創造性、責任感が損なわれている。
64 (１) 教員の仕事を直接評価することが必要な場合には、その評価は客観的でなければならず、また、その評価は当該教員に知らされなければならない。
※ 「日の君」強制への教育的疑念での、約40秒間の「不起立」等は、純粋に個人的な消極的不参加行為としての「教育的見解表明行為」であり「憲法的人権擁護行為」であるにも拘わらず、「職務命令違反」の「不良行為」、と筋違いに針小棒大な評価をして「懲戒処分」とされている。
この際、「職務命令違反」の評価基準も「懲戒処分」の適用基準も明らかにされていない。このことは、教員の仕事をまともに総合的に客観的に評価しているとは言えず、恣意的に特定の教員を貶めようとするものである。
（2）教員は、不当と思われる評価がなされた場合に、それに対して異議を申し立てる権利をも    たなければならない。
※ 「職務命令違反」での「懲戒処分」に対しての「異議申し立て」は、都教委と同レベルの「人事委員会」に申し立てるしかなく、公平な審理は期待できない。公平で明確な異議申立機関が存在しないことにより、異議申し立ての権利が形骸化している。
65 教員は、生徒の進歩を評価するのに役立つと思われる評価技術を自由に利用できなければならない。しかし、その場合、個々の生徒に対していかなる不公平も起こらないことが確保されなければならない。

66 当局は、各種の課程および多様な継続教育への個々の生徒の適合性に関する教員の勧告を、正当に重視しなければならない。
※ 「日の君」指導としての「日の君」強制に関して、都教委当局へだけでなく学校現場においても大多数の教員が「批判」をし、「強制」を止めるように勧告をしているが重視されずに無視されている。
67 生徒の利益となるような、教員と父母の密接な協力を促進するために、あらゆる可能な努力が払われなければならないが、しかし、教員は、本来教員の専門職上の責任である問題について、父母による不公正または不当な干渉から保護されなければならない。
※ いわゆる「日の君」問題では、教員による専門職上の責任ある決定に対して、教委等の行政職員や議会の保守系議員、地域の保守系住民らによる不当な干渉に晒されることが多い。

68 (１) 学校または教員に対して苦情のある父母は、まず第一に学校長または関係教員と語り合う機会が与えられなければならない。さらに苦情を上級当局に訴える場合はすべて文書で行なわれるべきであり、その文書の写しは当該教員に与えられなければならない。
（2）苦情調査は、教員が自らを弁護する正当な機会が与えられ、かつ、調査過程は公開されてはならない。 

69 教員は、生徒を事故から守るため最大の注意を払わねばならないが、教員の雇用主は、校内ないし校外における学校活動の中で生じた生徒の傷害のさいに教員に損害賠償が課せられる危険から教員を守らねばならない。
《教員の責任》 

70 すべての教員は、専門職としての地位が教員自身に大きくかかっていることを認識し、そのすべての専門職活動のなかで最高の水準を達成するよう努力しなければならない。
※ 従わねば「処分」をもってする「日の君」強制など、学問的教育的疑念を感じたことがらについて追求したり、憲法的な基本的人権が侵されるに至ってそれを擁護したりする行為は、専門職としての教員の為すべき当然の義務であり権利である。このことは、専門職としての教員の地位を高めこそすれ低める行為ではない。

71 教員の職務遂行に関する専門職の基準は、教員団体の参加のもとで定められ維持されなければならない。
※ こうした規準作りにおいては、教員及び教員団体は疎外されている。
72 教員と教員団体は、生徒の利益、教育事業の利益および社会全般の利益のために当局と十分協力するよう努力しなければならない。

73 倫理綱領ないし行動綱領は教員団体によって確立されなければならない。なぜなら、この種の綱領はこの専門職の威信を確保し、また合意された原則にしたがった専門職の遂行を確保するうえで大きく貢献するからである。

74 教員は、生徒および成人の利益のために課外活動に参加する用意がなければならない。
《教員と教育事業全体との関係》 
75 教員がその責任を果たすことができるようにするため、当局は教育政策、学校機構、および教育活動の新しい発展等の問題について教員団体との間に承認された協議手段を確立し、かつ、定期的にこれを運用しなければならない。

76 当局と教員は、教育事業の質の向上のために設けられた措置、教育研究、新しく改善された教育方法の発展と普及に教員がその組織を通じ、またその他の方法によって、参加することの重要性を認識しなければならない。

77 当局は、一つの学校またはより広い範囲にわたり、同一教科担任教員の協力を促進することを企図する研究会の設立とその活動を容易にすべきであり、この種の研究会の意見や提案はこれを正当に考慮しなければならない。

78 教育事業の各方面に責任をもつ行政職員およびその他の職員は、教員と健全な関係を保つよう努力すべきであり、また、教員の側もこれら職員に対して同様でなければならない。
《教員の権利》 
79 教員の社会的および公的生活への参加は、教員の人間的発達における利益、教育事業の利益および社会全体の利益という観点から、奨励されなければならない。

80 教員は市民が一般に享受する一切の市民的権利を自由に行使すべきであり、かつ、公職につく権利をもたなければならない。
※ 「日の君」強制への、「不起立」等の個人的な消極的不参加行為は、教師の義務としての「教育的疑念」表出行為であり、また、憲法19条上の当然の権利である。

81 公職につく要件として、教員が教育の職務をやめなければならないことになっている場合、教員は、先任権、年金のために教職にその籍を保持し、公職の任期終了後には、前職ないしは、これと同等のポストに復帰することが可能でなければならない。

82 教員の賃金と労働条件は、教員団体と教員の雇用主の間の交渉過程を通じて決定されなければならない。
※ 「日の君」強制は、「勤務形態の強制」であり、その「勤務成績」により賃金も左右される重大な「労働条件」上の問題であるにも拘わらず、都教委は、「管理運営上の問題であり協議の必要はない」として交渉に応じようとしない。
83 法定の、または任意の交渉機構を設置し、これにより教員が教員団体を通じてその公的または私的雇用主と交渉を行なう権利が保障されなければならない。
84 雇用条件等から生じる教員と雇用主の間の争議の解決に当たるため、適切な合同の機構が設置されなければならない。もしこの目的のために設けられた手段と手続が使い尽くされ、あるいは当事者間の交渉が行きづまった場合、教員団体は、他の団体がその正当な利益を保護するため普通もっているような他の手段をとる権利を持たなければならない。
※ いわゆる「実力行使」であるが、「日の君」強制に関しても、学校内で管理職との「交渉」が行われるが行き詰まることが多い。そうした時に、「君が代」斉唱時における個人的な消極的不参加行為は、労働者の最後の権利として認められるべきである。
9　効果的な授業と学習のための条件 
85 教員は価値のある専門家であるから、教員の仕事は、教員の時間と労力が浪費されないように組織され援助されなければならない。
《学級規模》 
86 学級規模は、教員が生徒一人ひとりに注意を払うことができるようなものでなければならない。時には矯正教育などを目的とする小グループまたは個人授業の措置を講じ、また時には視聴覚教具を使用する大グループ授業の措置を講じることもできる。
《補助職員》 
87 教員がその専門的職務に専念することができるように、学校には授業以外の業務を処理する補助職員を配置しなければならない。
《教授用具》 
88（１）当局は、教員と生徒に最新の教具を提供しなければならない。このような教具は教員を代用するものとしてではなく、教授の質を向上させ、より多くの生徒に教育の利益を施すための手段とみなさなければならない。
（2）当局はこの種の教具の利用についての研究を助長しなければならず、また教員がこのような研究に積極的に参加するように奨励しなければならない。
《労働時間》 
89 教員が一日あたり、また一週あたり労働することを要求される時間は、教員団体と協議して定められなければならない。

90 授業時間を決定するにあたっては、教員の労働負担に関係するつぎのようなすべての要因を考慮に入れなければならない。
（a）教員が一日あたり、一週あたりに教えることを要求される生徒数 
（b）授業の十分な立案と準備ならびに評価のために要する時間 
（c）各日に教えるようにわりあてられる異なる科目の数
（d）教科関係、課外活動、監督任務および生徒への助言(カウンセリング)などへ参加するために  要する時間 
（e）教員が生徒の進歩について父母に報告し、相談することのできる時間をとることが望ましいということ

91 教員は現職教育の課程に参加するために必要な時間を与えられなければならない。

92 課外活動への参加が教員の過重負担となってはならず、また教員の本務の達成を妨げるものであってはならない。

93 学級での授業に追加される特別な教育的責任を課せられる教員は、それに応じて通常の授業時間を短縮されなければならない。
《年次有給休暇》 

94 すべての教員は、給与全額支給の適正な年次休暇をもつ権利を享受しなければならない。
《研修休暇》 
95 (１) 教員は給与全額または一部支給の研修休暇をときどき与えられなければならない。
（2）研修休暇の期間は、先任権および年金のための在職期間に通算されなければならない。
（3）人口集中地帯からかけ離れ、公共当局によってそのように認められている地域に住む教員 は、他の教員よりひんぱんに研修休暇を与えられなければならない。
《特別休暇》 
96 二国間および多国間文化交流の枠内で与えられる休暇期間は、勤務と考えられなければならない。

97 技術援助計画に従事する教員は、休暇を与えられなければならない。そして母国における彼らの先任権、昇任資格および年金権は守られなければならない。さらに、彼らの臨時出費をつぐなう特別の措置を講じなければならない。

98 外国からの客員教員も、同様に母国から休暇を与えられなければならず、彼らの先任権および年金権は守られなければならない。 

99 (１) 教員は、教員団体の活動に参加できるように給与全額支給の休暇を随時与えられなければならない。
(２) 教員は、彼らの団体の役職につく権利を有するべきであり、このばあい、彼らは公職につく教員と同等の諸権利をもたなければならない。 

100 教員は、雇用に先立って行なわれた取りきめにしたがって、正当な個人的理由によって、給与全額支給の休暇を与えられなければならない。
《病気休暇と出産休暇》
101（1）教員は有給の病気休暇の権利を与えられなければならない。 
（2）給与の全額あるいは一部を支払われる期間を決定するに当たっては、教員を長期間にわた って生徒から隔離する ことが必要な場合があることを考慮しなければならない。 

102 国際労働機関によって定められた母性保竈の分野における諸基準、とくに1919年の母性保護条約、1952年の母性保護条約(改定)は、本勧告の第 126項の諸基準と同じく、これを実施しなければならない。

103 子どもを持つ女子教員は、失職することなく、かつ、雇用から生ずるすべての権利を完全に保護されて、出産後一年まで追加の無給休暇を、要求によって取得することができるような措置により、教職にとどまることを奨励されなければならない。
《教員の交流》 
104 当局は教育活動にとっても、教員自身にとっても、外国との専門的、文化的交流および、教員の外国旅行が大きな価値をもっていることを認識しなければならない。また当局は、このような機会を拡げるよう努力し、かつ、個々の教員が外国で得た経験を考慮しなければならない。

105 このような交流の希望者の募集は、いかなる差別もなしに行なわれなければならず、また、関係者はいずれか特定の政治的見解を代表するものとみなされるべきではない。

106 外国で研究し、教えるために旅行する教員は、そうするための十分な便宜と、彼らの職と地位に対する適切な保障を与えられなければならない。

107 教員は、外国で得た敬育上の経験を、教員の同僚とわかち合うことを奨励されなければならない。
《校舎》 

108 校舎は安全で全体のデザインが魅力的であり、また配置において機能的でなければならない。校舎は効果的な教授、課外活動に役立ち、またとくに農村地域においては、地域社会のセンターとして役立つものでなければならない。校舎は、定められた衛生基準にしたがって、また耐久性、適応性および容易かつ経済的な維持という観点から建設されなければならない。

109 当局は、生徒と教員の健康と安全を、いかなる点でもおびやかすことのないように、学校施設、校舎が適正に維持されることを保障しなければならない。

110 新しい学校を立案する時には、教員代表と協議しなければならない 。既存の学校に施設を新築するかあるいは増築する場合は関係学校の教職員と協議しなければならない。
《農村または僻地に勤務する教員のための特別措置》 
111（1）人口集中地帯からかけ離れ、 公共当局によってそのように認められている地域に勤務する教員とその家族に対しては、無料または家賃補助のある相応な住宅が提供されなければならない。
（2）教員が、その通常の教育の仕事のほかに地域社会活動を刺激、促進することを期待されている国々では、その開発計画に、教員のための適当な宿泊設備の用意が含まれなければならない。 

112（1）僻地の学校への任命あるいは転勤にあたって、教員には自身とその家族の移転および旅行の費用が支払われなければならない。
（2）このような地域に住む教員には、必要な場合、彼らの専門職としての水準の維持を可能にさせるための特別の旅行の便宜を与えなければならない。 
(３) 僻地に転任された教員は、誘引策として、休暇で年に一度帰郷する際の旅費を支払われるべきである。

113 教員が、特殊の困難にさらされる場合はつねに、特別困難手当の支給によって教員に補償すべきであり、このような手当は、年金計算の基礎となる収入に含まれなければならない。
10　教員の給与 

114 教員の地位に影響する様々な要因のなかでも、給与はとくに重要視しなければならない。なぜなら、今日の世界的状況の中では教員に与えられる信望または尊敬、彼らの機能の重要性についての評価の程度等の諸要因は、他の対応する専門職の場合と同様、主として教員のおかれている経済的状態にかかっているからである。 

115 教員の給与は
（a）教員が教職についたときから彼らに課されるあらゆる種類の責任を反映しなければならないと同時に、教育機能の社会に対する重要性、したがって教員の重要性を反映しなければならない。 
（b）類似のあるいは同等の資格を要求される他の職業に支払われる給与とくらべて遜色があってはならない。
（c）彼ら自身と家族のために適正な生活水準を確保するとともに、研修の積み重ねあるいは文化活動を続け、もって彼らの専門職としての資質を向上するに足るものでなければならない。

（d）ある種のポストは、より高い資質と経験を必要とし、より大きな責任をともなうという事実を考慮しなければならない。 

116　教員は、教員団体との合意によって定められた給与表にもとづいて給与を支払われなければならない。いかなる場合にも、有資格の教員には、その試用期間中あるいは臨時採用中に、正式に雇用された教員を対象として規定されたものより低い給与表によって給与を支払ってはならない。

117　給与構造は、異なる教員集団の間のまさつを起す原因となる不公平や変則性を生じないように計画されねばならない。

118最高授業時数が定められている場合、正規の時間数が通常最高隈を超える教員は、承認された給与表にもとづいて追加の報酬を受けなければならない。

119 給与差は、資格水準、経験年数、責任度などの客観的な基準にもとづいたものであり、最低給と最高給の関係は、合理的な性格のものでなければならない。

120 いかなる学位ももたない職業科あるいは技術科の教員を基本給与表に格付けする場合には、その実際的訓練と経験の価値に対する手当が支給されなければならない。

121 教員の給与は一年を基準として算出されなければならない。

122（1）定期的な、なるべくならば年一回の給与増加による同一等級内の昇給を規定しなければならない。
（2）基本的給与表の最低額から最高額に達する期間は、十年ないし十五年をこえてはならない。

（3）試用あるいは臨時採用期間中の勤務に対しても、昇給を教員に与えなければならない。

123（1）教員の給与表は、生活費の値上り、国内における生活水準の向上をみちびく生産性の増加、賃金あるいは給与水準の全般的上昇動向などの要因を考慮に入れて定期的に再検討されなければならない。
（2）生活費指数にしたがって、給与を自動的に調整する制度を採用している国では、どの指数をとるかは、教員団体の参加のもとに決定しなければならない。そして、支給される生活手当は、すべて年金計算の基礎となる収入に含まれるものと見なされなければならない。 

124 給与決定を目的としたいかなる勤務評定制度も、関係教員団体との事前協議およびその承認なしに採用し、あるいは適用されてはならない。
※ 「日の君」強制における「勤務評定」により「懲戒処分」がなされることにより、勤勉手当に影響したり「減給」になったり、また、嘱託に「不採用」になる等で、予定された給与（収入）が得られなくなっている。

こうした「日の君」に関する「勤務評定制度」における給与決定において教員団体は協議にあずかっていないばかりか承認も求められていない。

11　社会保障
《一般的規定》 
125 すべての教員は、勤務する学校の種類に関係なく、同一の、あるいは類似の社会保障を享受することができなければならない。保障は、教員として正式に採用されている者に対する養成期間および試用期間にも及ぼされなければならない。

126（1）教員は、国際労働機関の1952年の社会保障(最低基準)条約に含まれるすべての事故に関する社会保障措置、すなわち、医療、病気給付、失業給付、家族給付、老齢給付、出産給付、業務傷害給付、廃疾給付および遺族給付によって保護されなければならない。 
（2）教員のための社会保障の諸基準は、少なくとも国際労働機関関係文書とくに 1952年の社会保障(最低基準)条約に定められた基準と同程度に有利なものでなければならない。 
（3）教員のための社会保障給付は、権利として与えられなければならない。 

127 教員の社会保障による保護は、第128項から第140項の諸規定に示されるような教員の特殊な雇用条件を考慮しなければならない。
《医療》 
128 医療施設が不十分な地域では、教員は適切な医療を受けるために必要な旅費を支給されなければならない。
《病気給付》 
129（１) 病気給付は、収入の中絶をともなうすべての就業不能期間を通じて与えられなければならない。
（2）それは収入中絶のつど、その第１日目から支払われなければならない。 
（3）病気給付の継続期間が一定期間に限られている国では、教員を生徒から隔離しておくことが必要な場合における延長を規定しなければならない。
《業務障害給付》
130 教員は、学校における授業中のみならず、学校の施設あるいは敷地をはなれて学校の活動に従事しているときにうけた傷害の結果に対しても、保護されなければならない。

131 子どもの間に流行している一定の伝染病は、生徒との接触のために、これらの病気にさらされる教員が感染したときには、職業病と見なされなければならない。
《老齢給付》
132 教員が国内のいかなる教育当局から獲得した年金資格も、同一国内の他のいかなる当局の雇用の下に転勤しても通算されなければならない。

133 教員不足が真に認められた場合、年金受給資格を得た後も勤務を続ける教員は、国内法令を考慮して、年金計算において、その後の追加勤務年数を加算され、あるいは適当な機関を通じて追加年金を得ることができなければならない。

134 老齢給付は、教員が適切な生活水準を維持し続けられるように最終収入に相応したものでなければならない。
《廃疾給付》 
135 廃疾給付は、身体的あるいは精神的障害のために教職を中止することを余儀なくされた教員に支払われなければならない。病気給付の延長その他の手段によっても償われないような後遺障害の場合には、年金の支払が規定されなければならない。

136 教員の障害が部分的なもので、非常勤で教えられるときは、部分的廃疾給付が支払われなければならない。

137 (１) 廃疾給付は、その教員が適切な生活水準を維持し続けられるように、最終収入に相応したものでなければならない。
(２) 可能なかぎり、障害のある教員を、以前の活動の再開のために準備させることを目的とする機能回復のための治療活動と同時に、障害のある教員の健康を回復すること、あるいはそれが不可能ならばいくらかでも向上させることを目的とする医療およびそれと関連した諸給付が規定されなければならない。
《遺族給付》 
138 遺族給付資格付与の条件とその給付の額は、遺族が適正な生活水準を維持し、残された子どもの福祉と教育を確保することを可能にするものでなければならない。
《教員に社会保障を与えるための手段》
139（1）教員のための社会保障の保護は、できるだけ公共部門の、あるいはそれが妥当な場合には民間部門の被雇用者に適用される一般的制度を通して確保されなければならない。
（2）補償すべき一つあるいはそれ以上の事故のための一般的制度が存在していない場合には、法令による、またはよらない特別制度を確立しなければならない。
（3）一般的制度の下における給付水準がこの勧告に規定されたものより低いときには、補足的制度によって勧告された水準まで引き上げなければならない。 

140 その基金の投資を含めて、これらの特別制度および補助制度の運営に教員団体の代表を関与させる可能性に対して考慮を払わなければならない。
12　教員の不足 
141 (１)すべての教員の緊急補充問題は、あくまで臨時の措置としてのみ考えられなければならず、すでに確立した、あるいは確立されるべき専門職としての基準をいかなる形にせよ引き下げ、あるいは危うくすることがなく、生徒に対する教育上の損失を最小限にとどめる方策によって処理することを指導原則としなければならない。 
（2）過大学級、教員の授業担当時間の不当な延長など、教員の不足に対処することを目的とした臨機の処置は、教育の目的目標と両立しがたいものであり、生徒たちにとっても有害であることを認識して、主務官庁は、緊急にこれらの便宜的処置を不必要とし、廃止するための手段を講じなければならない。 

142 教員を供給する上での配慮が短期の集中的な応急教員養成課程を必要とする発展途上の国々では、教育事業を指導し、指示する能力のある専門的訓練を受けた有能な教員群を生み出すために十分に専門的で、包括的な課程を準備しなければならない。

143 (１) 応急の短期課程で訓練を受けるために採用される学生は、彼らがひき続いて全課程の必要課目を修得することができるように、通常の専門過程あるいはそれよりも高度の課程への参加に適用される基準に照らして選抜されなければならない。
（2）このような学生が勤務しつつその資格を完全なものにすることができるように、給与全額支給の特別研修休暇を含む措置と特別の便宜が与えられなければならない。 

144（1）できるかぎり、無資格者は、専門職としての資格をもつ教員の綿密な監督と指導の下に勤務させなければならない。
（2）継続雇用の一条件として、これらの者には、その資格を得ること、あるいは十分なものにすることが要求されなければならない。 

145 教員の社会的・経済的地位、生活条件および労働条件、雇用条件ならびにキャリアの見通しを改善することが、有能かつ経験をつんだ教員が不足しているという事態を克服することであり、また、完全な資格をもつ人びとを十分な数だけ教職にひきつけ、ひきとめる最良の手段であることを当局は、認識しなければならない。
※ 「日の君」強制の理不尽さと、「処分」の脅しによる学校運営が象徴するように、教員の意見が全く尊重されず、教委や校長の不合理な権力支配が常態となり息苦しくなった学校に嫌気がさし、定年を待たずに教師の職を去る者が続出している。また、最近、教師志望の学生や、教師への就職希望の学卒者も減少傾向になっている。
健全な教育政策と、自由闊達な議論や協力共同の学校運営、そして、学ぶ喜びを感じられる環境の中で生き生きと学ぶ児童生徒。そうした学校を作り上げるには、何よりも、専門職としての教員を十分に尊重した労働条件が整えられるべきである。
この「日の君」強制に象徴される、教育への管理統制、教員への権力支配が、これまでの学校現場だけでなく、東京の教育をめちゃめちゃに破壊してしまった責任を石原知事ら都教委当局は感じるべきである。
13　最終規定 
146 教員がいくつかの点でこの勧告に規定されているより有利な地位を享受しているところでは、本勧告の諸規定を、すでに与えられている地位を引き下げるように活用してはならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上 
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